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DX戦略

私たちが目指すもの

流通を通じて、お取引先の繁栄と、人々の豊かで快適な生活の実現に貢献

取り組みターゲット 3つの領域

既存事業 新規事業

社

内

社

外

「三方よし」の
改善テーマ

C領域

流通全体の
新たな価値創造に

挑戦

新規ビジネスモデル・
業態変革

リソース・
ノウハウを展開

リソース・
ノウハウを展開

A・B・C領域の

取り組みを進め

DXを実現

A・B・C領域の

取り組みを進め

DXを実現

デジタル技術の活用による流通全体の「つながり」と「生産性」の革新

ＤＸ推進基盤
の強化

デジタル・
データ

活用度の向上

流通のＤＸへ

モノ・人が「つながる」技術の展開とデータ活用

社内外のデジタルニーズへの対応

デジタル人財の育成
DXガバナンスの強化・

組織余力の創出

PALTACの目指すDXPALTACの目指すDX

デジタル技術の活用による
流通全体の「つながり」と「生産性」の革新

デジタル技術の活用による
流通全体の「つながり」と「生産性」の革新

B領域

流通全体の
売上・利益を
増やす

生産性2倍、コスト1/2
を目指す・働き方改革

A領域

社内の
ムリ・ムダ・ムラを

減らす

私たちは、デジタル技術を活用した流通全体のイノベーティブな生産性向上こそが、目指

すべきDXであると考えています。単なる業務のデジタル化にとどまらず、流通の構造その

ものを変革することで、持続的な価値創造を実現していくことが、私たちのDXの本質です。

その実現に向けてまずは、デジタル人財の育成、DXガバナンスの強化や組織余力の創出

を通じて、DX推進基盤の整備に取り組んでいます。こうして生み出されたリソースを活用

し、モノ・人が「つながる」技術の展開や社内外のデジタルニーズへの対応など、状況に応じ

た最適なデジタル化を積み重ねることで、流通全体の生産性革新に挑戦していきます。

DXの取り組みは、「社内・社外」「既存事業・新規事業」の視点から、A・B・Cの3領域に分類

して進めています。A領域では、業務プロセスを変革することで社内のムリ・ムダ・ムラを減

らし、社外への価値提供に向けたリソースの創出を目指します。B領域では、既存事業にお

ける社外への価値提供を通じて、流通全体の売上・利益の向上を図りつつ、新たな価値創造

につながる課題の抽出、データの蓄積を進めています。C領域では、A・B領域で得たリソー

スやノウハウを投入し、流通全体の新たな価値創造に挑戦するサービスの展開を目指します。
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* DDI（Digital Dynamics Initiative）

現中期経営計画は、長期ビジョンを実現するための変革基盤を構築する3年間と位置付けています。変革基盤の構築

には、「デジタル・データ活用度の向上」と「DX推進基盤の強化」が欠かせません。

 「デジタル・データ活用度の向上」については、流通の中間に位置する当社だからこそ得られる流通のあらゆるデータ

を収集・管理し、それらを活用することで、多様なニーズに対応できるソリューションを提供するデータドリブンな価値

提供を目指します。

そして、それらの効果的な実現に向けて「DX推進基盤の強化」に注力していきます。具体的には、デジタル人財の育

成に向けて、学習と実践の機会の提供により、自律的な能力向上を促進し、新たな価値創造に挑戦する変革人財を育

成します。また、情報セキュリティを強化しDX推進に伴うリスク管理を徹底するとともに、トップ主導で事業構造改革

を推し進め、デジタル活用による業務の効率化と外部リソースの活用により、当社従業員が付加価値の高い業務に集

中できる環境を構築していきます。

PALTAC VISION 2027におけるDX戦略の位置付け

部門横断でDX推進の中核を担う組織
「DDI」を軸に有効なデジタル活用を推進

メ
ー
カ
ー
様

小
売
業
様

外部リソース（IT環境／新たな知見）

経 営 層

DDI（全社横断組織）

全社的視野・スピード化・人財強化、育成

PALTAC

情報システム本部 研究開発本部

事業開発本部

DX推進部

店
舗
支
援

海
外
事
業

C
S
R

S
C
M

物

流

監

査

財

務

総

務
営

業商

品

E
C
事
業

連携・協働 連携・協働

連携・協働

デジタル・データを活用した新たな価値創造の実現には、デ

ジタル技術と流通の現場課題を多様な視点・知見・アイデアで

「つなぐ」ことが重要となります。そこで、社内の「つながり」を

視点に、社内公募で集まったメンバーで構成する部門横断型

のＤＸ推進組織「ＤＤＩ*」を構築しています。DDIを中心に部門

間の連携を強化し、システム部門の事業活動・現場ニーズに対

する理解の促進と、ユーザーである事業部門のデジタルリテラ

シーやデジタル意識の向上を図ることで最適なデジタル活用

を推進していきます。また、IT環境など外部リソースの有効活

用にも努め、ＤＤＩを中核に据えた社内外の連携・協働の深化

により、「多様な知見獲得」と「取り組みスピードの向上」、そし

て「提供価値の最大化」を図っています。

DX推進体制

デジタル・
データ活用度の

向上

DX戦略

価値創造
の実践

DX推進基盤の
強化

価値創造
を支える力

価値創造

• PITシステム

（店頭情報共有プラットフォーム）の活用

• 配送マネジメントシステムの活用

• 自動棚割機能の活用

• 新物流モデルの構築

• 流通情報のデジタル化

• 物流の価値提供領域拡大

• グローバルネットワークの構築

A・B領域 C領域

PALTAC VISION 2027

デジタル人財の育成

学習と実践の機会を通じた
自律的な能力向上を促進

重点戦略3 サステナビリティの向上

DXガバナンスの強化・
組織余力の創出

トップ主導による事業構造改革
情報セキュリティの強化

変革の
推進基盤を強化

変革の
推進基盤を強化

変革マインドの醸成

デジタルリテラシー向上

生成AIの活用

重点戦略1 既存事業の収益性改善 重点戦略2 新たな価値創造に向けた挑戦

DX戦略

提案・報告 指示・監督
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生成AIの活用

私たちは、加速度的に進化するデジタル技術、特にAIへの対応が、企業の持続的な成長と

競争力の源泉になると考えています。変化の激しい環境下において、社員一人ひとりがデ

ジタルを“自分の道具”としていかに使いこなせるかが、業務や組織の変革、そして新たな価

値創造のカギを握ります。この考えのもと、戦略に応じた人財ポートフォリオを構築し、全社

員が高いレベルでデジタルを理解・活用できる体制を整えています。

デジタル人財の育成

変革マインドの醸成

従業員が自ら変革に挑戦し、デジタルやAIを積極的に活用する意識を育むため、

社内コミュニケーションと知識共有の基盤を構築しています。その一環として設けた

「DXの広場」は、地理的な距離や職種を超えて従業員が課題を持ち寄り、改善策の

共有や相談、知識交換を行うデジタルワークスペースです。ここでの対話や事例共

有を通じて、他部門の視点や新しい発想に触れ、自らの業務改善や挑戦への意欲を

高めることを促進しています。さらに、醸成されたマインドを行動につなげるため、

基礎から実践までを支援する学びの仕組みの充実を図っています。eラーニングに

よる基礎教育やオンライン勉強会に加え、「DXの広場」で得られた知見や改善事例

を「DXポータルサイト」に集約し、形式知化して組織の資産として蓄積・共有。これに

より、「視野・視点・視座の拡大」「デジタルリテラシーの向上」「デジタルスキルの獲

得」「現場理解の深化」へとつなげています。また、デジタル活用を組織全体に広げる

仕組みや、環境を構築するクラウドエンジニア、ビジネスアーキテクトなどの専門人財

については、専門教育プログラムやキャリアパスの整備を通じて、継続的なスキル向

上を促進しています。

その他、Excelの基礎から
マクロ・Query・Power
Pivotなどの応用まで、

幅広いテーマで開催

オンライン勉強会の様子

デジタルツールの
活用事例を元に

ディスカッションを実施

生成AIは、業務改善にとどまらず、ビジネスのスピードとスケールを飛躍的に高める可能

性を秘めています。従業員一人ひとりが生成AIを“信頼できるパートナー”として活用し、新

たな価値を共創できるよう、活用のレベルを高めるための段階的な支援と環境整備を進め

ています。

ＡＩの活用を前提とした業務プロセスの確立へ

生成AIを効果的に展開するためには、まずは成功事例の作成と共有が重要と考

え、イノベーター気質の高い従業員を対象にライセンスを配布しました。加えて、生

成AIの利用には様々なリスクが潜むことから、安全な活用を目的に、ライセンスの

配布とあわせてAI利用ガイドラインに基づく教育を実施し、情報セキュリティやコ

ンプライアンスの確保を徹底しました。 先行利用者による「DXの広場」での対話

や事例共有、活用ノウハウの共有が進んだこともあり現在では、約1,000名にラ

イセンスの配布を拡大しています。これにより社内外の情報収集や、市場分析をは

じめとする営業の分析活動支援、資料作成支援など、日常業務の効率化と品質向

上につながっています。

今後は、活用度の高い従業員を「伝道師」として位置づけ、全社の活用レベルを

さらに高める中で、個々の業務レベルでの効率化や品質向上にとどまらず、AIの

活用を前提とした業務プロセスへの移行を進め、その先の新たな価値創出を目指

します。

生成AI活用事例

（2025年7月時点）

その他

1.4％

プログラミング

15.1％

情報収集

28.8％

要約・添削

22.2％

議事録作成

15.5％

営業・

マーケティング支援

17.0％

DX戦略

※当社調べ
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社会全体のデジタル化の進展に伴い、セキュリティ上の脅威は増大しており、企業においても、サイバー攻撃などにより操業

が停止する被害が増加しています。当社はデジタル技術を持続的成長に向けた重要なツールとして積極的に活用するとともに、

生活必需品の中間流通を担う企業として、商品の安定供給に影響を与えかねない情報セキュリティリスクへの対応強化に取り

組んでいます。サイバーセキュリティを含む情報セキュリティ体制としては、情報管理最高責任者（代表取締役社長）の直轄組織

として「情報管理委員会」を設置しています。委員会は最高情報セキュリティ責任者（CISO）の指揮の基、各部門から選任した

管理者・実務担当者で構成されており、委員会を中心に計画の策定・実行・評価（監査）・改善を繰り返すPDCAを回し、組織的

かつ継続的なセキュリティの強化を図っています。

現在は、前期に発足したCSIRT*を中心に「もしも明日業務が止まったら？」を想定し、インシデント発生時の対応強化に取り

組むとともに、サプライチェーンのセキュリティ強化を見据え、デジタルでのつながりを前提として、社外の連携先の拡大に注

力しています。インシデント発生時の対応強化については、実際のインシデントを想定した訓練や訓練を通じたマニュアルの整

備などに取り組んでいます。

情報セキュリティ体制

■ 情報セキュリティ体制

取締役会

本部・支社

情報管理委員会

CISO
（取締役から選任）

CSIRT
情報システム部門
取引部門・教育部門
広報部門 など

お取引先様

ITベンダー様

情報提供機関

監督省庁

代表取締役社長
（情報管理最高責任者）

内部監査部門

提案・報告

指示・監督

提案・報告

連携

周知・教育
指示・監督

監査・改善命令

提案・報告

経営方針と整合性のある情報セキュリティ対策を推進

提案・報告

指示・監督

DX推進を支えるIT基盤強化

* CSIRT（Computer Security Incident Response Team)

変
化
へ
の
対
応
力

変
化

人手不足の深刻化 ・ 購買多様化 ・ 気候変動
⇒ デジタル活用の進展 ・ グローバル化

2025年 2027年

Ｉ
Ｔ
基
盤

人
財

基幹システム
クラウド化

基幹システム
マイクロサービス化

分析系
システム

クラウド化

次世代ネットワーク
構築（SASE）

クラウドエンジニア
ビジネスアーキテクト など

流通におけるデジタル活用の進展（AI・データ活用、クラ

ウド化など）やお取引先様の海外展開といった外部環境、現

場ニーズの変化に対応する力を獲得するため、システム基

盤の再構築と専門人財の獲得・育成（「攻めのIT」への転換）

を進めています。基盤の再構築においては、セキュリティや

コスト面の効果に加えて、サービスの実装速度向上を狙っ

ています。基幹システムと分析系システムのクラウド化は完

了しており、現在は、システムの変更速度を高めるマイクロ

サービス化と、外部とのセキュアかつ柔軟な連携を実現す

る次世代ネットワーク(SASE)の構築に取り組んでいます。

人財面では、業務効率化による人財の再配置に加え、計

画的なキャリア採用を実施することで、新たな事業領域へ

の展開に向けた人員確保に取り組んでいます。さらに、クラ

ウドエンジニアやビジネスアーキテクトといった高度な人財

を育てるために、教育プログラムやキャリアパスを整備し、

継続的なスキル向上を促進しています。

DX戦略
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サステナビリティマネジメント

ガバナンス

気候変動への適切な対応や人的資本の向上といったサステナビリティ課題への対処に向

けて、代表取締役社長の監督・指示のもと、全社横断的な取り組みを推進するサステナビリ

ティプロジェクトにおいて、事業に影響を及ぼすリスク・機会の特定及びそれらへの対応方

針の立案を行っています。これらの結果は、プロジェクトの事務局を担うＣＳＲ推進本部が定

期的に取締役会に報告し、取締役会において当該報告内容に関する管理・監督を行ってい

ます。

リスク管理

経営目標の達成に向けて、事業遂行上に存在し得るリスク要因に適切に対応し、企業の社

会的責任を果たすことを目的に「リスクマネジメント基本規則」を制定しています。リスク管

理体制については、リスク管理の統括部署であるCSR推進本部が中心となり、経営層・各部

門と連携し、気候変動や人的資本投資などサステナビリティの観点を含む事業運営に影響

を及ぼすリスクの抽出・分析、影響度・発生可能性等を基準とした重要性の評価及び対応方

針の立案を行っています。これらのプロセスを経て特定した「重要なリスク」は、定期的に取

締役会に報告され、取締役会において管理・監督を行い、中期経営計画の戦略に織り込ん

で対応を進めています。

■ リスク管理プロセス

■ 推進体制

私たちは、いつの時代も「人々の豊かで快適な生活の実現」を目指して、流通の最適化・効率

化を通じて社会課題の解決に取り組んできました。そして、社会が目まぐるしく変化を続け

る現在、この先のミライにおいても人々の豊かで快適な生活を実現していくためには、流通

にさらなるイノベーションを起こすことが必要不可欠だと考えています。私たちは、「誠実と

業務執行

代表取締役社長

連携
ＣＳＲ推進本部 各部門

サステナビリティプロジェクト

提案・報告 監督・指示

取締役会

担当取締役

提案・報告 監督・指示

提案・報告 監督・指示

リスクの抽出・評価・対応方針立案

経営層・ＣＳＲ推進本部・各部門の連携による
社内外の環境分析等

管理・監督

取締役会

対応

各部門

信用」を行動の原点とするサステナビリティ基本方針のもと、これに沿った事業活動を推進

しています。そして、PALTACと関わるすべてのみなさまとの「つながり」、創業以来126年

以上にわたり築き上げた「つなぐ力」を活かして流通のイノベーションに挑戦し、社会や環境

における新たな価値の創造を通じた持続可能な社会の実現に貢献していきます。
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指標と目標

目標 指標（2027年3月期） 実績（202５年3月期）

多様な人財が
自律・自発で活躍する

組織の構築

女性管理職比率 8.4％ 6.9％

男性の育児休業取得率 60％ 47.9％

エンゲージメントスコア* 55.0 ５１.2

人財価値の最大化

当社は、人財こそが価値創造の源泉かつ最も重要な資産であると考えており、長期ビジョ

ンにおいて、多様な人財が互いを尊重し合い、自律・自発の活躍を通じて、個人と会社の成

長、ひいては社会の成長を目指しています。ビジョンの実現に向けては、「多様な人財の

戦略

多様な人財の育成・確保については、既存の枠組みに捉われず、新たな流通の形をデザイ

ンできる人財や、デジタル技術を最適な形で活用しアイデアを具現化できる人財など、長期

ビジョンの実現に向けて必要となる人財のポートフォリオを構築し、ポートフォリオに沿った

能力開発プログラムの設計と運用及び柔軟な採用を進めていきます。また、ジョブローテー

ションの活性化や公募制の部署異動を通じて、新たな学習の機会を提供するとともに、異な

る部門という視点での「知と経験のダイバーシティ」にもつなげていく考えです。

活躍を促す環境整備については、自律的なキャリア形成をサポートする制度の整備、タレン

トマネジメントを活用した人財一人ひとりの特性に応じた最適配置などにより「働きがい」を

高めていきます。加えて、性別などの属性を問わず活躍を促すための各種制度の整備や働

き方改革、オフィスの快適性向上などにより、多様な価値観を最大限活かせる「働きやすい

環境」を構築していきます。

健康経営の推進については、セミナーや研修の充実による一人ひとりの意識向上、心と身

体の健康を守る各種サポートの充実、職場の労働安全衛生を守る専門チームの強化などを

通じて、すべての取り組みの根幹となる従業員の健康と安全をトータルでケアする体制を強

化していきます。

長期ビジョン 「つなぐ力で人と社会のミライを創る」

中期経営計画 PALTAC VISION 2027 「構造改革による変革基盤の構築」

既存事業の収益性改善と新たな価値創造に向けた挑戦により
流通に変革を起こす基盤を創る

事業
戦略

自律・自発の変革人財
多様な人財が戦略に連動して活躍できる組織

人財
戦略

多様な人財の
育成・確保

活躍を促す
環境整備

健康経営の推進

従業員エンゲージメントの向上
・

自律・自発の
組織風土の醸成

多様な人財が自律・自発で活躍する組織 個人・会社・社会の共成長

人財・組織の目指す姿

事業の方向性 ： 既存事業の強化で蓄積した資産をもとに新規事業領域へ挑戦

人財・組織の目指す姿

育成・確保」、「活躍を促す環境整備」、「健康経営の推進」に積極的な投資を実行することで、

各取り組みの相乗作用を促し、自律・自発の組織風土の醸成と従業員エンゲージメントの向

上を図っていきます。

*エンゲージメントスコア：株式会社リンクアンドモチベーションの「モチベーションクラウド」により計測
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長期ビジョンの実現に向けて、事業戦略遂行に必要なスキルやマインドのアップデート、リ

スキリングの機会を継続的に提供しています。個人の成長ステージに応じた階層別研修に

加え、各本部主催の専門研修、公募型研修制度、多種多様な通信教育などを通じて、従業

員が自律的に学び、プロフェッショナルな人財へと成長できる環境を整えています。

人財価値の最大化

20百万円

45百万円

65百万円

9,596円

20,737円

29,239円

4,000円

9,000円

14,000円

19,000円

24,000円

29,000円

34,000円

39,000円

44,000円

49,000円

0百万円

10百万円

20百万円

30百万円

40百万円

50百万円

60百万円

70百万円

2023/3 2024/3 2025/3

年間 研修費 一人当たり研修費

研修費

1on1研修やエンゲージメント

ワークショップの開催、通信教育

の充実により、研修費の総額・一

人当たりの研修費ともに増加傾

向にあります。

2025年3月期は、従業員一人ひとりの主体的な成長を支えるため、「学び」「対話」「キャ

リア支援」の3つの観点から人財育成の取り組みを強化しました。

学びの促進においては、オンライン学習サービスなどを活用し、ビジネススキルや思考力、

マネジメント力などを体系的に学べる仕組みを整えました。自身の関心や課題に応じて柔

軟に学習を進められる設計が、自律的な成長の後押しにつながることを期待しています。

対話の促進としては、「1on1研修」を強化しました。上司と部下の定期的な対話を支援す

ることで、キャリア形成や業務上の課題の共有、従業員の意欲や成長ニーズの把握を促し、

育成方針の精度向上や適切な人財配置につなげています。また、従業員同士が価値観や課

題を率直に語り合う「エンゲージメントワークショップ」も開催し、組織全体の一体感とエン

ゲージメントの向上を同時に図っています。

さらに、キャリア支援と人財の最適活用に向けて、タレントマネジメントの取り組みを推進

しています。保有資格や業務経験の可視化を通じて、個々のスキルや志向に応じたキャリア

形成を支援するとともに、公募制による異動なども取り入れたジョブローテーションを積極

的に展開することで、部門を越えた「知と経験のダイバーシティ」を促進し、変化に柔軟に対

応できる創造性豊かな人財の育成に取り組んでいます。

継続的な人財育成

研修体系図

役職 育成テーマ
階層別
研修

キャリア
形成
研修

選抜型
研修

共通研修
（共通教育）

専門
研修

オンライン
研修

自己
啓発
支援

部長・
次長
上席

研究員

経営力強化
◆ 志の醸成
◆ リーダーシップ強化
◆ 経営管理力強化
◆ 組織運営力強化
◆ 経営視点強化

課長
主任

研究員

マネジメント強化
◆ 人財育成力強化
◆ 管理能力強化
◆ リーダーシップ強化
◆ スキル強化

係長
研究員

主任
技師

スキル強化

一般
土台固め
◆ ビジネススタンス強化

P
A

L
T

A
C

通
信
教
育

オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
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ロ
プ
ラ
）
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ン
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パ
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グ
ル
ー
プ
）

社
外
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ナ
ー

各
本
部
主
催
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事
・CS

R

・薬
事
・シ
ス
テ
ム
・ス
ト
ア
ソ
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ー
シ
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）
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C

知
識/

ス
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ル
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修

・
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者
研
修

・共
通
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育
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リ
キ
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ラ
ム
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ン
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ン
ツ

PALTAC
スクール
（次世代育成）

PALTAC
ジュニア
スクール
（次世代育成）

ロジカル
シンキング

研修

4
年
目
研
修

360度
評価

新
入
社
員
研
修

新
入
社
員
フ
ォ
ロ
ー
研
修

2
年
目
フ
ォ
ロ
ー
研
修

新任部長研修

(対象者：新任部長・
次長・上席研究員）

主任研修

新任課長研修
（基礎編・応用編）

(対象者：新任課長・
主任研究員）

新任係長研修
（評価者研修・フォロー研修）

(対象者：新任係長・
研究員）

（評
価
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
）
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人財価値の最大化

課題の抽出と改善につなげています。

多様性の定義は、異なるバックグラウンドや専門性にも

広げています。AI・データ分析・クラウドなどのデジタル技

術に精通した人財をはじめ、幅広い分野でキャリア採用を

強化しており、即戦力としての登用を通じて、組織の知見

を広げています。さらに、2024年4月にはアルムナイ制度

を導入しました。当社をよく知る退職者や内定辞退者（アル

ムナイ）と再びつながることで、社外で培われた経験や視

点を社内に還元いただきたいと考えています。現在、アル

ムナイネットワークの構築は完了しており、すでにアルムナ

イの方の活躍も始まっています。

働きやすい環境づくりについては、フレックスタイム制度、

時間単位の有給休暇、在宅勤務、育児・介護支援など、柔軟

な働き方を支える制度の整備を進めており、性別や職種を

問わず、すべての社員が安心して働き続けられる環境づく

92名
104名

75名

59.4% 56.2%

41.4%

00.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

2023/3 2024/3 2025/3

キャリア採用者数 キャリア採用者比率

イノベーションを創出するためには、多様性を活かした組

織運営と、個々の力を最大限に引き出す働きやすい環境づ

くりの両立が不可欠と考え、この2つが相互に補完し合う

施策を展開しています。

多様性の一側面として、女性管理職比率の向上を指標に

設定し、短期的には2027年3月期末までに8.4％への引

き上げを目標としています。現時点では女性従業員の比率

が低いため、一挙に比率を引き上げることは困難ですが、

中長期的な目線で着実に取り組みを進めていく方針です。

取り組みとしては、採用強化によって裾野の拡大を図ると

ともに、後述する働きやすい環境づくりを通じて、出産・育

児などのライフイベントを迎えても、キャリア形成につなが

るよう、継続的な経験の蓄積と挑戦の機会を支援していま

す。また、施策の検討にあたっては、女性管理職や女性社員

を対象とした意見共有会などを通じて現場の声を収集し、

りを推進しています。

その一環として、男性の育児休業取得率の向上にも取り

組んでいます。現在47.9％である取得率を、2027年3月

期末までに60.0％へ引き上げることを目指し、業務分担

の見直しや育休取得者の事例紹介、管理職向けの研修など

を通じて、育児休業を取得しやすい職場文化の定着を図っ

ています。男性が育児に積極的に関わることで、家庭内の

協力体制が強化されるだけでなく、職場においてもライフ

イベントに応じた柔軟な働き方への理解が広がります。こ

れにより、チーム内での業務の可視化や協力体制の強化が

進み、結果としてエンゲージメントや生産性の向上にもつな

がると考えています。
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22.7%

5.9% 6.7% 6.9%
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多様な人財の活躍 ・ 働きやすい環境整備

目標：8.4％
（2027年3月期）

目標：60.0％
（2027年3月期）
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47



PALTACについて

PALTACについて

価値創造ストーリー

価値創造ストーリー

価値創造の実践

価値創造の実践

価値創造を支える力

価値創造を支える力 コーポレート・データ

目次

目次PALTAC INTEGRATED REPORT 2025

TOPICS

多様な人財の活躍に向けて、現場の声を起点とした取り組みを推進しています。自律的・自発的に行動できる組織風土の醸成を重要なテーマと位置づけ、女性管理職によるキャリアや

働き方に関する課題の共有と、改善に向けた意見交換の場を設けました。さらに、物流現場では、女性ならではの視点を活かした改善提案を進める新たなプロジェクトも始動しています。

女性管理職による対話の場 ～多様性と成長を考える～

「PALTACなでしこフォーラム」

多様性を尊重し、一人ひとりが自律的に成長する風土づくりの一環として、

全国の女性管理職が本社に集い、自らの成長と組織の未来を考える

「PALTACなでしこフォーラム」を開催しました。フォーラムでは、「多様性へ

の理解を深めること」「管理職としての悩みや課題の共有と提案」をテーマに

ディスカッションが行われ、現場で感じる課題に対して制度や環境に関する具

体的な提案も多く出されました。例えば、育児休業から復職した従業員の業

務量や責任にばらつきがある点について、参加者から課題としての声が上が

り、今後の具体的な検討テーマとして認識されています。現在の女性管理職

の声を活かした課題の抽出と取り組みを進め、将来の女性管理職が安心して

活躍できる環境を整えていきます。

女性視点の改善プロジェクト ～新しい当たり前を創る～

「Neo Rosy Project」

物流現場で働く女性従業員が中心となり、職場課題の改善を目指す「Neo 

Rosy Project」を立ち上げました。本プロジェクトは、性別や立場を問わず、

誰もが働きやすい“新しい当たり前”の創造を目的として取り組みを進めてい

ます。全国の拠点から集まった15名のメンバーが、「職場環境」「制度」「パート

管理」などのテーマごとに課題を共有し、改善提案の検討と発信を行ってい

ます。例えば、着心地や作業での動きやすさに加えて、使用後のリサイクルに

も着目した、働きやすさとサステナビリティを兼ね備えた制服の導入など、

様々な提案が行われています。この活動を通じて、異なる拠点の課題や考え

方に触れることで、メンバーの視野も広がっています。

プロジェクト名の由来
「Neo（新しい・復活・リニューアル）」と「Rosy（明るい未来）」を組み合

わせ、“新しい明るい未来を創造していく”という想いを込めています。

人財価値の最大化
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人財価値の最大化

100% 100% 100%

56.8%

68.6%

47.7%

2023/3 2024/3 2025/3

健康診断受診率 二次健診受診率

従業員一人ひとりが高い健康意識を持ち、長期的に活躍

できる環境で働くことが、企業の持続的成長につながると

の考えのもと、健康経営の推進に取り組んでいます。

具体的には、健康セミナーや研修の充実による意識向上、

健康診断後の二次健診受診の勧奨、メンタルヘルス教育の

実施、EAPホットラインの設置、労働安全衛生を守る専門

チームの強化など、心身の健康と安全を包括的に支える体

制を整えています。しかしながら、2025年3月期には受

診対象者が増加したこともあり、二次健診受診率が低下し

ました。これに対して、健康情報管理システム*を導入し、従

業員が日常的に自身の健康と向き合える環境を整え、従

業員の健康意識に対する訴求を一層強化しています。

エンゲージメント向上に向けた取り組み
健康経営の推進

健康診断受診率

多様な人財の「活躍」と「定着」を図るため、継続的な人財育成や活躍を促す環境整備に加えて、相互の理解・信頼に

基づく一体感の醸成を通じてエンゲージメントの向上に努めています。 2023年8月からは「エンゲージメントサーベ

イ」の運用を開始し、従業員の主観的な意識や職場環境への感じ方を可視化し、組織ごとの強みや課題に応じた施策

展開を進めています。

2025年3月期のエンゲージメントスコアは取り組みがスタートした2024年3月期と比べて、3.1ポイント上昇しま

した。経営層からの積極的なビジョンの伝達や制度の整備など、会社全体の変化を感じる機会が増加したことがスコア

の上昇に寄与したと見ています。一方で、「具体的な変化が身近には感じられない」「業務の変革が追いついていない」

といった声もあることから、ワークショップの実施対象者の拡大や現場訪問の実施などのアクションを加速することで、

さらなるエンゲージメントの向上を図っています。

48.1 

51.2 

55.0

さらなる向上に向けて、主に以下の3つの取り組みを推進

① ワークショップの対象をより現場に近い立場で影響力を持つリーダー層へと拡大し、自律・自発を促進

② プロジェクト事務局が各支社を訪問し、現場におけるビジョンの言語化と共有の支援

③ 制度設計の見直しと運用の改善によるすべての世代が活き活きと働ける環境づくり

多様な人財の育成・確保 活躍を促す環境整備 健康経営の推進
エンゲージメントスコア

2024年3月期

2025年3月期

中期経営計画 最終年度目標
（2027年3月期）

エンゲージメントスコア：株式会社リンクアンドモチベー
ションの「モチベーションクラウド」により計測

エンゲージメントワークショップを通じた価値観の定義と
トップメッセージによる社内浸透

経営層向けワークショップでは、「全社で共有すべき価値観とは何か」

をテーマに議論を重ね、その定義を策定しました。経営層は、策定され

た価値観を自ら体現し、組織文化の醸成をリードするために、それぞれ

が行動指針を定めてコミットメントを表明しています。これらの内容は社

内報や各種会議に加え、経営方針説明会にて社長が全社員に直接語り

かけるなど、トップメッセージとして社内への浸透を図っています。

社内の一体感を醸成する取り組み
* 健康情報管理システム

過去の健康診断結果を各自が常に確認できる機能や定期的に健康情報
  を発信する機能を備えた仕組み
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当社は、「美と健康に貢献する企業」として、サプライチェーン全体における環境負荷の低減に取り組んでいます。特に、事業活動との関連性が高い「気候変動への対応」や「資源循環型社会の形

成」を重点テーマとして、優先的に推進しています。

また、水資源の保護や生物多様性などの課題についても、事業活動による影響を調査したうえで、必要に応じて対応策の検討・実施とともに、透明性のある情報開示に努めていきます。

サプライチェーンで発生する主な環境負荷

環境への配慮

商
品
の
使
用
・廃
棄
に
伴
う

C
O

2
排
出

廃
棄
物
の
発
生
に
伴
うC

O

2
排
出

廃棄物の焼却に伴う
CO2排出

廃棄物の輸送に伴う
CO2排出

廃棄物の輸送に伴う
CO2排出

ダンボール破材や
紙ゴミ等が発生

返品商品や未使用の
販促物の廃棄

ダンボール破材・未使
用の販促物・食品廃棄・

紙ゴミ等が発生

商
品
・販
促
物
の
製
造
・流
通
に
伴
うC

O

2
排
出

返品商品の輸送に伴う
CO2排出

商品・販促物の輸送に
伴うCO2排出

商品・販促物の製造に伴う
CO2排出

メーカー様

物流センターの運営に
伴うCO2排出

PALTAC

店舗の運営に伴うCO2排出

小売業様

商品・販促物の輸送に
伴うCO2排出

返品商品の輸送に伴う
CO2排出

詳細P.34

商品の使用に伴うCO2排出

生活者

商品の廃棄に伴うCO2排出

生活者

食品ロスの削減

・ AI需要予測を用いた在庫適正化

エシカル消費の拡大

・ 環境に配慮した商品の
協働開発及び販促強化

紙資源の削減

・ 紙伝票・紙ラベルの削減

商品輸送の効率化

・ トラック台数の削減
・ 配送ルートの短縮

返品削減

・ 製・配・販連携による
     適正在庫の維持

販促物一貫サポート

・ 販促物の流通における
ムダな製造・配送・廃棄を排除

ダンボール破材の再資源化

・ 既存流通網を活用した効率的な
再資源化の仕組みを構築

事業活動を通じた環境負荷の低減の取り組み

取り組み効果が
表れる領域

商品・販促物の製造・流通に伴うCO2排出量の削減

廃棄物の発生に伴うCO2排出量の削減

生活者の商品の使用・廃棄に伴うCO2排出量の削減

詳細P.54

詳細P.29

詳細P.29
詳細P.54

詳細P.54

詳細は当社コーポレートサイトをご参照ください。*

詳細は当社コーポレート
サイト*をご参照ください。

* 環境配慮型商品の取り扱い

当社コーポレートサイト 「循環型社会の構築」：https://www.paltac.co.jp/sustainability/environment/circulatory_society/

POPPOP
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気候変動への対応

戦略

異なるシナリオ（２℃未満、４℃）における事業インパクト

を評価するとともに、気候関連リスク・機会に対する自社戦

略のレジリエンスを評価することを目的として、国際エネル

ギー機関（ＩＥＡ）や、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣ

Ｃ）が公表する複数のシナリオを参照し、2030年時点にお

ける気候変動の影響について分析を実施しました。

分析の結果、２℃未満シナリオでは、炭素税等の導入や気

候変動対応への取り組み遅延による取引縮小等のリスクが

高まる一方で、エシカル商材等の需要拡大が見込まれると

認識しました。４℃シナリオでは、主なリスクとして自然災

害による供給網への被害が想定されます。しかし、当社は

平時より大規模災害等の様々なリスクを想定した実効性の

あるＢＣＰを策定しており、その一つとして、1つのセンター

が被災により出荷不能に陥ったとしても、他センターから

配送を補完するバックアップ体制を整えています。そのた

め、2030年時点での自然災害による物理的リスクの影響

は大きくないと考えています。

一方で、機会については、気温上昇に伴う夏物商材や災

害対策商材等の需要拡大が見込まれると認識しました。ま

た、いずれのシナリオにおいてもコスト上昇圧力が強まるこ

とが見込まれますが、これはリスクである一方、当社が築き

上げてきた「強み」であるローコストかつ高効率物流網を活

かす機会でもあると考えています。

当社は、サプライチェーン全体の最適化・効率化を推進するなかで気候変動への対応を進めています。具体的には、配送効率化によるＣＯ２排出量の削減や環境配慮型商品の開発・販売促進な

ど事業活動を通じた環境負荷の低減と合わせて、省エネ施策や再エネ由来電力の調達を進めています。また、気候変動による事業へのリスク・機会を継続的に把握・評価し、それらへの対応を進

めるとともに、ステークホルダーのみなさまとの対話を通じて、取り組みレベルの向上や情報開示の充実に努めていきます。

区 分 内 容
影響度

2℃未満 4℃

リ
ス
ク

移
行

政策・
法規制

・炭素税等の導入によるコスト増加 ・配送業者のコスト増加による配送単価の上昇 中 小

評判 ・気候変動対応への取り組み遅延による取引縮小 中 小

物
理

慢性
・気温上昇による季節商材（冬物）等の需要減少 小 小

・気象パターンの変化による原材料費の高騰（仕入原価の上昇） 小～中 小～中

急性 ・異常気象の激甚化による供給網への被害（物的・人的） 小 小

機
会

販売機会の
増加

・生活者のエシカル消費ニーズの拡大 ・災害対策商材の需要増加 小～中 小

・気温上昇による季節商材（夏物）や熱ストレス対策商材等の需要増加 小 小

相対的
競争力の

上昇

・気候変動対策に伴うコスト上昇効果を最小限に抑えるローコスト物流網へのニーズ上昇 小～中 小

・安定供給を維持する物流基盤へのニーズ上昇（ＢＣＰ対策及び全国物流網） 小～中 小～中

■ リスクと機会

【財務影響度の評価方法】 2031年3月期の営業利益に影響を及ぼすと想定される金額の大きさで影響度を大・中・小で評価
（2031年3月期の営業利益は2028年3月期以降、毎年3％増加したと仮定）

大：営業利益に10％以上の増減を及ぼすことが想定される（±35億円以上） 約3年間の営業利益増加額に相当
中：営業利益に3％以上の増減を及ぼすことが想定される（±10億円以上） 約1年間の営業利益増加額に相当
小：営業利益に3％未満の増減を及ぼすことが想定される（±10億円未満）

当業界は、店舗における人手不足や配送ドライバー不足

への対応など喫緊の課題に直面しており、気候変動以外を

要因とするコスト上昇圧力も強まっています。当社は、この

ような環境下において、強みである「物流機能」、中間流通

で培った「つながり」にイノベーションを起こすことで、負担

を生まない流通づくりに努め、リスクの低減及び収益機会

の獲得を図っていきます。
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指標と目標

Scope1+2

当社は、今世紀末までの気温上昇２℃未満実現に貢献するため、Ｓｃｏｐｅ１・２について「2030年度（2031年３月期）にＣＯ２

排出量2020年度（2021年３月期）比50％削減」「2050年度（2051年３月期）にＣＯ２排出量実質ゼロ」の目標を設定して

います。目標達成に向けた指標としては、「PALTAC VISION 2027」における重要な非財務目標として「2026年度

（2027年３月期）にＣＯ２排出量2020年度（2021年３月期）比28％削減」を設定しています。

当社のＳｃｏｐｅ１・２においては、物流センターの電力使用による排出が大半を占めていますが、商品出荷を止めることはでき

ないため、電力使用量を大幅に減らせないなかで排出削減を実現する必要があり、再エネを「創る」「買う」施策を中心に目標達

成に向けた取り組みを進めています。

具体的には、環境配慮型車両への切り替えや太陽光発電システムを設置可能な物流センターの屋上へ順次設置するとともに、

環境証書の調達や再エネ電力プランへの切り替えにより再エネ電力を調達し、段階的な削減を進めていきます。これらの取り

組みにより、2025年3月期のＣＯ２削減量は年度計画を達成しています。

TOPICS

「アジア太平洋地域気候変動

 リーダー企業2025」に初選定

温室効果ガス削減に向けた取り組みとその実績

が評価され、英 Financial Times 誌及び独

Statista 社が共同で実施する国際調査「アジア太

平洋地域気候変動リーダー企業2025（Asia-

Pacific Climate Leaders2025）」に初めて

選定されました。

本調査では、アジア太平洋地域に本社を置く企業

のうち、温室効果ガス削減への貢献が優れている

上位350社が「気候変動リーダー企業」として選定

されます。今回の選定にあたっては、当社が掲げる

Scope1・2の削減目標に向けた着実な進捗が主

な評価ポイントとなったと考えています。
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将来的な需給逼迫や価格高騰が懸念される環境証書への依

存を避けるため、より安定的かつ追加性のある電力調達手段

の確立を目指しています。まず、自社物流センターでは太陽光

発電の設置余地が限られていることから、稼働年数やエリアご

との市場規模の変化を踏まえ、削減効果が高く、導入の優先

度が高い拠点からオフサイトPPA（電力購入契約）の活用を検

討しています。現時点では、必要削減量のうち約2割はPPAで

の削減が可能と見込んでいます。残る削減量については、再エ

ネプランの活用も並行して検討し、市場動向を踏まえながら、

最適なエネルギー調達のポートフォリオを構築していきます。

また、Scope1・2の削減に向けた投資資金については、8月

4日に公表*しました「ESG自己株式取得」において生じるアウ

トパフォーム相当額も充当していきます。

今後の削減に向けて

* 2025年8月4日：自己株式取得に係る事項の決定及び「ESG自己株式取得」に関するお知らせ
当社コーポレートサイト IRニュース：https://www.paltac.co.jp/news/?p_category=ir
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■ 2030年度の削減目標達成に向けたロードマップ

2020年度 2030年度

50
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関連情報： Financial Times WEB サイト（英文）

Asia-Pacific Climate Leaders 2025: the interactive listing
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売上高1億円当たりCO2排出量（Scope1+2）

Scope1 Scope2（単位：t-CO2）
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Scope3においては、商品輸送に伴うCO2排出量（GHGプロトコル：カテゴリ4）の削減に向けて、配送効率化に関する既存の取り組みを加速させるとともに、お取引先様との連携・協働を通

じて取り組みの幅を広げ、事業活動そのものを通じて排出量の削減を図っています。その他のカテゴリについては、当社事業との関連性を踏まえ、CO2排出量の算定及び算定精度の向上に努め

るとともに、GXリーグ*での活動などを通じて削減可能性の調査・情報収集を行い、段階的に対応を進めていきます。

Scope3

カテゴリ 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

Scope 3 計 6,189,933 6,399,566 6,617,924

1   ： 購入した製品・サービス*2 5,523,521 5,715,331 5,942,301

2   ： 資本財 36,855 5,638 6,543

3   ： Scope1.2に含まれない
燃料及びエネルギー関連活動

7,332 3,993 4,133

4   ： 輸送、配送（上流）*2 30,578 28,855 29,500

5   ： 事業活動から出る廃棄物 460 677 723

6   ： 出張 284 290 296

7   ： 雇用者の通勤 9,571 9,554 9,534

12 ： 販売した製品の廃棄*2 581,197 635,096 624,762

13 ： リース資産（下流） 135 132 132

■ Scope3 CO2排出量*1

*1 環境省公表の排出原単位データベース（Ver3.5)を参照しています。

*2 カテゴリ4は、当社から小売業様への商品輸送に伴う排出量を算定しています。

カテゴリ 主な取り組み

1 ： 購入した製品・サービス

2025年3月期

CO2排出量 5,942,301 ｔ

12 ：販売した製品の廃棄

2025年3月期

CO2排出量 624,762 ｔ

4 ：輸送、配送（上流）

2025年3月期

CO2排出量 29,500 ｔ
29,500 

3.4 

3.1 
2.9 

2.5 2.5 2.4 
2.5 2.6 2.6 

2.9 
2.8 

2.5 2.5 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

商品の製造及び廃棄に伴うCO2排出量の削減に向けては、環境

配慮型商品の市場浸透が重要です。容器の軽量化や再生材料の活

用など、メーカー様の取り組みが進められており、当社はそれらの

商品がより多くの生活者に届くよう、流通面から普及促進に努め

ています。

また一部では、資源循環を促進する素材や商品開発を行うメー

カー様と協働し、再生材料を使用した商品の開発にも携わってい

ます。

■ 排出量の多いカテゴリの削減に向けて

商品輸送に伴うCO2排出量の削減に向けて、輸送距離の短縮や

積載効率の向上など、配送効率化による燃料使用量の削減に取り

組んでいます。具体的には、配送マネジメントシステムの構築によ

る配送データの可視化や、他企業様との協働配送などを推進して

います。

カテゴリ4（商品輸送）のCO2排出量

売上高1億円当たりCO2排出量（カテゴリ4）

（単位：t-CO2）

* GXリーグ：2050年カーボンニュートラル実現と社会変革を見据えて、GXヘの挑戦を行い、現在及び未来社会における持続的な成長実現を目指す企業が同様の取り組みを行う企業群を官・学と共に協働する場）

詳細P.34
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これらの取り組みに加え、エシカル消
費の拡大に向けて、環境配慮型商品
の取り扱いを拡大しています。
（詳細は当社コーポレートサイト*をご覧ください。）

自動集約・圧縮をRDC機能の
一部として組み込み

回収したダンボール破材と
当社物流センターで発生する
ダンボール破材を合わせて圧縮・加工

循環型社会の構築

当社は、返品の削減など、廃棄物の発生そのものを抑える取り組みに加え、流通段階で発生するダンボール破材の再資源化など、資源循環にも取り組んでいます。これらの活動を発展させるこ

とで、循環型社会の構築に貢献したいと考えています。

ラベルシールを
手作業で貼付・貼替

【従来方式】

非接触で繰り返し
ラベルの書き換えが可能

使い捨てラベルシールが
不要となり
廃棄物の削減に貢献

資源再生事業者様との連携・協働のもと、ダンボール破材の効率的な再資源化に向けた仕

組みを構築しています。具体的には、商品納品後のトラックの帰り便を活用し、小売業様で

発生するダンボール破材を回収。当社物流センターにおける「破材自動集約・圧縮機能」と組

み合わせることで、資源再生事業者様による回収や圧縮・加工作業を不要としています。さ

らに、当社から製紙メーカー様へ直接搬送することで、荷積み・荷下ろしの回数を削減し、ダ

ンボール破材の効率的な再資源化と同時に、流通全体の作業負担軽減にもつなげています。

ダンボール破材の再資源化

製紙

メーカー様

既存の流通フローを活かした効率的なダンボール破材の再資源化

小売業様

商品を納品

帰り便を活用して
ダンボール破材を回収

資源

再生事業者様
PALTAC

キューブ状に
圧縮・加工

ダンボール破材を直送

コンベアを通じて
一箇所に集約

自動で
キューブ状に圧縮

キューブ状に加工済みであるため
資源再生事業者様での加工が不要

荷積み・荷下ろし回数の
削減による
ドライバーの負担軽減

ダンボール破材のみを
個別で回収する
パッカー車が不要

CO2排出量を削減

持続可能な流通サイクルの構築に向けて、お取引先様と協働し、返品削減に取り組んでいま

す。業界の商慣習において発生する返品は、仕分けや配送などの追加コストに加え、CO2排出

や商品廃棄といった環境負荷の増加にもつながります。一方で、返品は、日本の四季や生活者

ニーズの変化に応じた商品を迅速に店頭展開する過程で発生し、販売機会ロスとは表裏一体

の関係にあります。このため、生活者ニーズを満たす売場を維持しつつ、販売機会ロスを防ぎ

ながら返品を削減するためには、流通全体の連携による適正在庫の維持が不可欠です。

当社では、各店舗の販売・在庫状況や、季節品における気温に応じた販売指数の変化、商品の

改廃情報などを、小売業様・メーカー様と早期に共有し、過剰在庫の発生を防ぐために、店舗間

移動や発注停止などの施策を適切なタイミングで実施することで、返品削減に努めています。

返品削減

新たに稼働した物流センターでは、必要な

出荷情報をレーザー方式でオリコンに印

字・消去できる「リライタブルレーザーシス

テム」を導入しています。これにより、従来

は手作業で貼付・貼替していた使い捨ての

ラベルシールが不要となり、作業効率の向

上と廃棄物の削減を実現しています。

環境に優しいオリコンを使用

資源再生事業者様と連携し、ダンボール破材売却により得た収益の一部を

森林保全活動を行う「緑の募金」に寄付

「AI需要予測による自動発注サービス」の提供により、

小売業様の発注作業の効率化に加え、食品ロスを

削減しています。

AI需要予測による食品ロスの削減

詳細P.29

* 環境配慮型商品の取り扱い

当社コーポレートサイト 「循環型社会の構築」：
https://www.paltac.co.jp/sustainability/environ
ment/circulatory_society/
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拠点数

生物多様性の重要エリア
＊
と近接する拠点数

世界
自然
遺産

ラムサール
条約
湿地

ユネスコ
MAB

AZE

IUCN カテゴリー

Ⅰa Ⅰb Ⅱ Ⅲ Ⅳ

国内拠点
（41拠点）

0 2 0 1 0 0 2 0 20

生物多様性は、自然資本の重要な構成要素であり、企業活動に多様な恩恵をもたらしていま

す。当社では、健全な自然環境の維持・保全に向けた取り組みの一環として、TNFD（自然関連

財務情報開示タスクフォース）が推奨するLEAPアプローチ*1を参考に、まずは国内の自社事

業との関連性の調査を開始しました。調査にあたっては、国際的な評価ツールである

ENCORE*2及びIBAT*3を活用しました。ENCOREでは、当社の主要事業である卸売業に関

連する産業分類*4が特定の自然資本にどの程度「依存・影響」しているかを確認し、IBATでは

国内拠点の周辺環境について、重要生息地や保護地域との「地理的な重複状況」をスクリーニ

ングしました。ENCOREを用いた評価では、事業継続に致命的な依存や自然環境に対して重

大な破壊や損失を引き起こす影響は確認されませんでした。一方で、IBATを用いた評価では、

一部の拠点が重要生息地や保護地域の半径3km圏内に位置していることが確認されました。

当社では、関連する法令や規制を遵守したうえで事業活動を行っています。そのため、今回調

査した範囲ではありますが、現時点において生物多様性に直接的かつ重大な影響を及ぼして

いる可能性は低いものと考えています。今後も、生物多様性を含む自然資本への依存や影響

に関する調査を継続し、必要に応じて適切な対応を進めていきます。

生物多様性への対応

水資源への対応■ 当社事業（卸売業）と自然の依存・影響関係（ENCOREを用いた評価）

■ 国内拠点における生物多様性への影響評価（IBATを用いたスクリーニング）

2025年3月期

水使用量 95,007 ㎥

国内における直接的な事業活動と水資源との関係性の把握に着手しました。水資源の保

全の観点では、水関連リスクの評価ツールであるAQUEDUCT*を活用して渇水リスクを調

査した結果、当社拠点において、水ストレス地域からの取水は確認されませんでした。生物

多様性における水使用の観点では、ENCOREを用いた評価で、当社の主要事業に関連す

る産業分類における影響は「中程度（Medium）」であることが確認されました。これらの結

果から、当社の事業活動における水の利用によって、水資源及び生物多様性に対して重大

な影響を及ぼしている可能性は低いと考えられますが、限りある水資源の効率的な利用に

努めていきます。

＊生物多様性の重要エリア

・ 世界自然遺産 ： ユネスコにより登録された、顕著な普遍的価値を持つ自然地域。

・ ラムサール条約湿地 ： 国際的に重要な湿地として登録された、生物多様性保全上重要な水域。

・ ユネスコMAB地域 ： 人間と自然の共生を目指す「人間と生物圏計画」に基づくモデル地域。

・ AZE（Alliance for Zero Extinction） ： 生物多様性保全上重要な地域（KBAs）であり、絶滅の危機にある種の最後の生息地として特に重要な地点。

・ IUCN保護地域カテゴリー ：

Ⅰa ： 厳正自然保護区（科学研究などを目的とし、立ち入りが厳しく制限される）

Ⅰb ： 原生自然地域（人為的影響がほとんどない自然地域）

Ⅱ   ： 国立公園（生態系保護とレクリエーションの両立）

Ⅲ   ： 天然記念物（特定の自然的・文化的価値を持つ小規模地域）

Ⅳ   ： 生息地・種管理地域（特定の種や生息地の保護を目的とした管理地域）

*1 LEAPアプローチ：自然関連リスク評価の枠組みで、「Locate 発見（自然との接点）」「Evaluate 診断（依存と影響）」「Assess 評価（リスクと機会）」「Prepare 準備（対応と
報告）」の4段階で構成されています。

*2 ENCORE（Exploring Natural Capital Opportunities, Risks and Exposure）：国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（UNEP-WCMC）、UNEP FI、Global Canopy

からなるEncore Partnershipが共同開発したツールで、産業別に自然資本への依存と影響を評価するために用いられます。
*3 IBAT（Integrated Biodiversity Assessment Tool）：IUCNなどが提供する国際的な生物多様性データベースを統合したツールで、事業拠点が重要生息地や保護地域と
    地理的に重複しているかを地理的にスクリーニングするために使用されます。
*4 当社事業（卸売業）との関連性が高いと考えられる産業分類として「家庭用品の卸売（Wholesale of household goods）」の評価を参考に、自然への依存及び影響関係を

確認しました。

VL ： Very Low L ： Low M ： Medium H ： High VH ： Very High

*AQUEDUCT（アクエダクト） ： World Resources Institute（世界資源研究所）が提供する水関連リスク評価ツールであり、水ストレス、渇水、洪水、水質などのリスクを
地域ごとに定量的に評価することができます。
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コーポレート・ガバナンス

当社は、「美と健康」に関連する生活必需品を取り扱う中間流通業者であり、自社の生産性向上はもとより、サプライチェーン全体の最適化・効率化をステークホルダーのみなさまとともに推進

することで、社会的役割を果たしていきます。また、経営の透明性と健全性を確保できるガバナンス体制の構築並びに適切な情報開示とステークホルダーのみなさまとの対話を通じて、持続的

成長を重視した取り組みを行っていきます。

コーポレート・ガバナンス体制図

2004年 執行役員制度の導入

2011年 独立社外取締役の選任

2015年 女性取締役の選任

2019年 任意の指名・報酬委員会の設置

社外取締役の適切な関与を得ることで役員等の指名・報酬等に関する手続きの公正性・公平性

及び客観性を高めガバナンスの強化・充実を図っています。

2020年 社外取締役比率を3分の1以上に

2021年 取締役会の実効性評価を開始

2023年 特別委員会の設置

支配株主との取引・行為等の公正性・透明性、客観性を確保することを目的に、支配株主と少数

株主の利益が相反する重要な取引・行為について、その必要性・合理性、条件等の妥当性を審議検

討し、取締役会へ答申を行います。

2025年 社外取締役比率を過半数に

ガバナンス改革の変遷

〔 構成員 ： 2025年6月20日時点 社外役員比率 ： 80.0％ 〕

委員長 乾 新悟（独立社外取締役）

委 員
大石 歌織（独立社外取締役） 吉武 一郎（独立社外取締役）

服部 明人（独立社外取締役） 左近 祐史（取締役）

〔 構成員 ： 2025年6月20日時点 社外役員比率 ： 100.0％ 〕

委員長 吉武 一郎（独立社外取締役） 委 員 全独立社外取締役・監査役

株主総会

取締役会

（取締役 １3名）

監査役会

（監査役 ５名）

会計監査人
（監査法人）

うち社外 ３名

選任・解任提案・報告

諮問・
答申

提
案
・報
告

選定・監督

監督・指示提案・報告

監査・
改善命令

報告

連携

会計監査

業務監査・
会計監査

出席・意見陳述

選任・解任

うち社外 7名

情報管理委員会

報告

特別委員会

（構成員 10名）

（社外取締役）

すべて社外

指名・報酬委員会

（構成員 5名）

うち社外 4名

（社外監査役）

ＣＳＲ委員会

社内役員 社外役員役員（親会社）

内部監査部門
（監査部）

監督・指示提案・報告

監督・指示提案・報告

代表取締役社長

担当取締役

各部門

本部長
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役員の状況（2025年6月20日時点）

取締役

選任理由及び略歴については、当社コーポレートサイトをご参照ください。

【選任理由】 IR情報「株主総会」：https://www.paltac.co.jp/ir/stockholder/stockholdersmeeting/ 

【略歴】 企業情報「役員一覧」：https://www.paltac.co.jp/corporate/officer/

取締役会出席回数

所有株式数（2025年3月末時点）

代表取締役会長

糟谷 誠一

14回/14回

22,755株

〔重要な兼職の状況〕

㈱メディパルホールディングス取締役

化粧品・日用品、ＯＴＣ事業担当

代表取締役社長

吉田 拓也

14回/14回

22,967株

取締役専務執行役員
管理統括本部長

野間 正裕

14回/14回

18,992株

取締役専務執行役員
経営企画本部長

嶋田 政治

14回/14回

18,587株

取締役専務執行役員
営業統括本部長

山田 恭嵩

14回/14回

5,990株

〔重要な兼職の状況〕

㈱メディパルホールディングス常務取締役

㈱アステック取締役

㈱ファルフィールド取締役

取締役

左近 祐史

14回/14回

500株

社外取締役

吉武 一郎

〔重要な兼職の状況〕

㈱ユニカフェ社外取締役

〔特別委員会 委員長〕

14回/14回

618株

〔重要な兼職の状況〕

北浜法律事務所・

外国法共同事業パートナー

東和薬品㈱社外取締役監査等委員

エスリード㈱社外取締役

社外取締役

大石 歌織

14回/14回

989株

〔重要な兼職の状況〕

有限会社織作事務所代表
            （フォトグラファー）

大阪芸術大学写真学科学科長兼教授

公益社団法人日本広告写真家協会
            業務執行理事常務

公益財団法人私立大学通信教育協会理事

一般社団法人日本写真著作権協会理事

日本写真芸術学会評議員

社外取締役

織作 峰子

13回/14回

1,036株

〔重要な兼職の状況〕

乾汽船㈱顧問

乾光海運㈱代表取締役

日本管財ホールディングス㈱

社外取締役監査等委員

社外取締役

乾 新悟

14回/14回

769株

〔指名・報酬委員会 委員長〕

社外取締役比率：53.8％ 女性取締役比率：23.1％

平均年齢 ： 61歳 （社内：58歳 社外：62歳 親会社：72歳）

社外取締役

髙森 龍臣

13回/14回

484株

〔重要な兼職の状況〕

服部明人法律事務所代表

㈱萩原材木店代表取締役社長

穴吹興産㈱社外監査役

雪印メグミルク㈱社外取締役監査等委員

社会福祉法人親善福祉協会理事

社外取締役

服部 明人

14回/14回

249株

〔重要な兼職の状況〕

㈱マーチ代表取締役

㈱住友倉庫社外取締役

ＴＯＹＯイノベックス㈱社外取締役

社外取締役

伊賀 真理

<新任>

0株
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監査役

執行役員

常勤監査役

五味 威夫

11回/14回

9,116株

14回/14回

社外監査役

原口 裕

14回/14回

384株

14回/14回

〔重要な兼職の状況〕

疋田公認会計士事務所所長

関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科教授

フルサト・マルカホールディングス㈱
社外取締役監査等委員

日本公認会計士協会理事

青山商事㈱社外監査役

社外監査役

疋田 鏡子

14回/14回

0株

14回/14回

〔重要な兼職の状況〕

いぶき法律事務所弁護士

南海プライベートリート投資法人監督役員

社外監査役

三木 憲明

11回/14回

116株

14回/14回

常勤監査役

新谷 尚志

14回/14回

14回/14回

8,255株

森谷 晃佳
東京支社管理部 管掌

専務執行役員

前田 政士
情報システム本部長

専務執行役員

芦原 英生
営業本部長

専務執行役員

三木田 雅和
研究開発本部長

専務執行役員

村井 浩
ＳＣＭ本部長
兼 ㈱ハバクリエーション
代表取締役社長

常務執行役員

関 光彦
店舗支援本部長

常務執行役員

村尾 直人
財務本部長

常務執行役員

吉田 幸代
総務本部長

常務執行役員

小西 誠
ＭＣＣ事業本部 管掌

常務執行役員

三上 彰
MCC事業本部長

常務執行役員

上村 隆
九州支社長

常務執行役員

井上 浩一
商品本部長

常務執行役員

榊原 志典
近畿支社長

執行役員

三上 裕司
東北支社長

執行役員

村木 博明
ＣＳＲ推進本部長

執行役員

稲葉 英樹
ＬＣ事業本部長

執行役員

澤田 直樹
北海道支社長

執行役員

高山 博一
中部支社長

執行役員

城田 佳
海外事業本部長

執行役員

磯部 良平
総務本部 副本部長

執行役員

吉田 浩二
海外事業本部 副本部長

執行役員

吉原 広志
中四国支社長

執行役員

檜山 敦
事業開発本部長

執行役員

松家 忠通
東京支社長

執行役員

松本 祥平
研究開発本部 副本部長

執行役員

社外監査役比率：60.0％ 女性監査役比率：20.0％

秋山 哲
横浜支社長

常務執行役員

平均年齢 ： 63歳 （社内：63歳 社外：63歳）

所有株式数（2025年3月末時点）

役員の状況（2025年6月20日時点）

選任理由及び略歴については、当社コーポレートサイトをご参照ください。

【選任理由】 IR情報「株主総会」：https://www.paltac.co.jp/ir/stockholder/stockholdersmeeting/ 

【略歴】 企業情報「役員一覧」：https://www.paltac.co.jp/corporate/officer/
監査役会出席回数

取締役会出席回数
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取締役及び監査役に求めるスキル

取締役会全体として有する知識・経験・能力のバランス、多様性の確保等を踏まえ、各構成員に特に期待される要件・役割は次のとおりです。なお、当該一覧表は各構成員が有するすべてのスキ

ルを表すものではありません。

役員の状況（2025年6月20日時点）

氏名 地位 年齢
在任
年数

企業
経営

ＥＳＧ・
サステナビリ

ティ

営業
戦略

人財
戦略

財務
戦略

法務・リスク
マネジメント

IT・DX
物流・
SCM

取
締
役

糟谷 誠一 代表取締役会長 62 8 ● ● ● ● ●

吉田 拓也 代表取締役社長 52 2 ● ● ● ● ● ●

野間 正裕 取締役 62 7 ● ● ● ● ●

嶋田 政治 取締役 57 5 ● ● ● ● ●

山田 恭嵩 取締役 59 2 ● ● ● ●

左近 祐史 取締役 72 2 ● ● ●

大石 歌織 独立社外取締役 48 8 ● ● ●

織作 峰子 独立社外取締役 64 4 ● ● ●

乾 新悟 独立社外取締役 57 3 ● ● ●

吉武 一郎 独立社外取締役 68 3 ● ● ●

髙森 龍臣 独立社外取締役 72 3 ● ● ●

服部 明人 独立社外取締役 66 2 ● ● ●

伊賀 真理 独立社外取締役 57 新任 ● ● ● ●

監
査
役

新谷 尚志 常勤監査役 63 6 ● ● ●

五味 威夫 常勤監査役 63 1 ● ● ● ●

原口 裕 独立社外監査役 71 3 ● ● ● ●

疋田 鏡子 独立社外監査役 60 2 ● ● ●

三木 憲明 独立社外監査役 57 1 ● ● ●

スキル項目 選定理由

企業経営

当社を取り巻く環境変化を捉え、持続的な企業価値向上を目指した経営戦略を構築

し、機会とリスクを踏まえた適切な意思決定及び監督機能を発揮するために必要な

項目として選定しています。

ＥＳＧ・サステナ
ビリティ

脱炭素社会・資源循環型社会をはじめとする、持続可能な環境・社会に貢献できる企

業基盤を長期的な視野で構築し、社会的価値と経済的価値の双方を向上させていく

ために必要な項目として選定しています。

営業戦略

「美と健康」に関する生活必需品を取り扱う中間流通企業として、環境変化や多様化

する顧客ニーズを捉え、必要とされる商品や情報を適時・的確に提供するために必

要な項目として選定しています。

人財戦略

人財は価値創造の原動力であるとの認識のもと、多様な人財の育成・確保と活躍を

促す環境整備により、エンゲージメント向上を通じて個々が能力を最大限に発揮で

きる組織風土を醸成するために必要な項目として選定しています。

財務戦略

適時性と正確性を備えた財務情報の把握はもとより、中長期的な観点からの戦略的

投資や資本効率の向上、財務健全性など、総合的にバランスの取れた財務基盤構築

のために必要な項目として選定しています。

法務・リスク
マネジメント

持続的な企業価値向上の基盤となるコーポレート・ガバナンス体制の整備・確立や、

適切なリスクマネジメント体制の確立による健全な企業活動の遂行のために必要な

項目として選定しています。

ＩＴ・ＤＸ

ＩＴの積極的活用やＤＸ推進は、当社の有するデータを活用した流通全体の効率化や

イノベーションによる新たな価値創造及び価値提供領域拡大のために必要な項目と

して選定しています。

物流・ＳＣＭ

サプライチェーン全体の最適化に向けた物流機能の強化、ソリューション機能の強化

及びこれらの機能に基づく連携・協働による新たな価値創造及び価値提供領域拡大

のために必要な項目として選定しています。
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実効性評価

取締役会の実効性をより一層向上させるため、2021年

から年に１回、取締役会の実効性評価を行っています。

取締役会の実効性評価では、全取締役及び全監査役にア

ンケートを配付し、そのアンケートを取締役会事務局が回

収・集計しています。アンケートの集計結果から分析・評価

を行い、取締役会に報告しています。取締役会では、分析・

評価結果に基づき、課題及び今後の対応について議論し、

取締役会のさらなる実効性向上に向けた取り組みを進め

ています。

■ 評価プロセス

■ 評価項目

全体としては、取締役会や指名・報酬委員会において、活発な意見交換が実施されており、取締役会の実効性は確保されてい

ると評価しました。その中で、「取締役会の議論」の内容に関してはまだ改善の余地があると評価しています。議論の内容を業務

執行に関する内容から、企業にとって重要性の高い持続的成長に資する中長期的な経営戦略やリスク管理に関する内容へとさ

らに変化させていく必要性も指摘されています。前期に公表した長期ビジョンや中期経営計画については、取締役会の中で議

論を行い策定しました。今後においては、これらビジョン・計画を軸とした具体的取り組み施策や進捗状況について、個別の業務

執行案件と連動させながら総合的に意見交換や議論を実施することが必要と考えています。

2025年2月実施の評価結果の概要

• 取締役会の構成

• 取締役会の運営

• 取締役会の議題

• 取締役会の支援体制

• 社外取締役の役割

• 指名・報酬委員会

• 総括

アンケート内容については、下記の項目のとおりとなっ

ています。

設問ごとに５段階で評価する方法としており、当該項目

に関する自由記載欄も設けています。

実効性向上に向けた
取り組みを実行

アンケートの実施
(全取締役・全監査役)

アンケート結果の
分析・評価

取締役会にて
課題と対応を議論

主なアンケート評価項目 実効性評価アンケートに記載された具体的なコメント

• 取締役会とは別に市場・業界動向等の勉強会を開催してほしい

• 情報共有を深化させるため、社外役員間でのコミュニケーション機会を増加させてほしい

• 報酬に関する議論は今後の課題である

• SDGｓを含む環境課題はさらに研究と議論を深める必要がある

■ 2025年2月実施の実効性評価アンケートで抽出した課題及び今後の取り組み

課題 取り組み

経営陣の報酬制度の改定（新規課題）
持続的な成長に向けたインセンティブとして
機能するよう報酬体系の再構築

中長期的な経営戦略やリスク管理に関する
議論の充実(継続課題）

• 議論のテーマの重心を業務執行案件から中長期的な経営戦略へ移行

• 業務執行案件の議論の簡素化（議案の選定・資料の改善）

活性化した議論を維持するための当社事業
の理解促進（継続課題）

• 社外役員と現場責任者との接点の拡大（社内会議出席や対話の機会創出）

• 重要案件についての事前説明会の充実（日程の早期確保・資料の改善）

• 社外役員間の情報共有会など、取締役会以外での対話の機会創出
(コミュニケーションのさらなる充実)
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役員区分
対象となる
役員の員数

（名）

報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
(うち社外取締役)

12
（6）

３3９
（７２）

２74
（７２）

６3
（－）

1
（－）

監査役
(うち社外監査役)

7
（４）

９7
（３６）

９7
（３６）

－
（－）

－
（－）

合 計
（うち社外役員）

19
（10）

４36
（１０８）

３71
（１０８）

６3
（－）

1
（－）

(2025年3月期)

役員報酬

当社は、役員の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針について、経営戦略の達成に向けて、優秀な人財を引き付ける

に足るインセンティブにするとともに、経営環境の変化や外部の客観的なデータ等を考慮し、世間水準及び経営内容、従業員

給与とのバランスを勘案した水準としています。取締役の報酬等の内訳については、固定報酬、単年度の業績に連動する賞与

及び非金銭報酬で構成されており、中長期業績に連動する報酬は設定していません。固定報酬の金額については、役位・職責

などを基に決定しています。賞与については、年間の総報酬の概ね20％～30％を目途に役位が上位の取締役ほどその占

める割合が多くなるように設定しています。

また、賞与の変動について具体的な指標は設定していませんが、企業運営上の重要指標と考えている営業利益、経常利益及

び販管費率等の公表した計画との比較並びに前期実績との比較などに加え、担当業務における成果及び企業価値向上に向け

た貢献などを総合的に検討し決定しています。

非金銭報酬については、過去の合併等により全国にまたがる優秀な人財を適材適所に配置するために、規則に基づく社宅提

供等を実施しています。

また、取締役の報酬等の決定プロセスを明確化することを目的に、取締役会の諮問委員会として過半を社外取締役で構成し、

社外取締役が議長を務める指名・報酬委員会を設置しています。固定報酬及び賞与の決定については、取締役会の個人別報

酬等の決議に先立ち指名・報酬委員会において審議したうえで、決定権限を有する取締役会に上程し決議を行っています。

役員報酬イメージ

固定報酬

70％～80％

業績連動報酬

20％～30％

固定報酬の10％以上を毎月拠出し、

持株会を通じて当社株式を購入

■ 役員持株会を通じた当社株式の購入

当社は中長期業績に連動する役員報酬等は設定してい

ませんが、固定報酬の10％以上を毎月拠出し、持株会を

通じて一定の株数に到達するまで当社株式を購入してい

ます。この株式購入は、株主目線での経営や持続的成長に

資するものと判断しています。

・上記には、事業年度中に退任した監査役２名が含まれています。
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グループガバナンス

当社議決権の過半を有する親会社である株式会社メディパルホールディングスは、「医療

と健康、美」の流通で社会に貢献することを目指し、主な事業として「医療用医薬品等卸売

事業」、「化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業」、「動物用医薬品・食品加工原材料卸売等

関連事業」を営んでいます。

当社は、そのなかで「化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業」を専属的に担っており、他

のグループ企業とは取扱商品や流通形態等が大きく異なることから、当社との間に競合関

係は存在せず、親会社グループから影響を受けることなく独自に営業活動を行っています。

また、ガバナンス面における当社の事業戦略、人事政策等の経営判断につきましては、全

て当社が独立して主体的に検討のうえ決定しており、当社取締役会の決定が、グループ内

の最終決定となっています。

親会社においても、少数株主の権利保護をはじめ当社の独立性確保は重要であると認識

しており、 「グループ会社基本規程」（適切なグループガバナンスの確保に向け制定された

規程）のなかで、当社に対しては「独立性を確保し、独自の資金調達、迅速な意思決定のも

と積極的に事業展開を図り企業価値を向上させることがグループ経営の観点からも望まし

い」と明記しており、併せて当社事業にかかわる意思決定については当社の取締

役会がグループ内の最終意思決定機関である旨が明確になっています。親会社グループと

の人的関係については、上場企業としての独立性と親会社グループのグループガバナンス

とのバランスの最適化を図るため、当社代表取締役社長吉田拓也は親会社の取締役を兼

務し、また、親会社の常務取締役左近祐史を当社取締役として選任しています。

以上により、親会社グループからの相応の独立性は確保されているものと認識していま

す。一方、流通を通じて社会に貢献するという目標は共通しており、その達成に向けて、お

互いが保有する流通ノウハウやサステナビリティ課題の解決に向けた取り組み事例の共有

などグループ全体で有するリソースの有効活用に取り組んでいます。

また、当社のお取引先様のうち、調剤事業を展開されている小売業様におかれましては、

メディパルグループ全体でのサポートが可能となり、より強固な信頼関係の構築につな

がっていると考えています。

引き続き、このような取り組みを通じて、グループ全体で提供する価値の向上に努めてい

きます。

政策保有株式の考え方

当社は、持続的成長に向けて、お取引先様

との長期的・安定的な関係の構築・強化に

よる取引深耕・拡大を目的として政策保有

株式を保有しています。政策保有株式につ

いては、中長期的視点を用いつつ当社成長

に資するかどうかを判断基準として、縮減

していく方針です。この方針に沿って毎年１

回取締役会において判断を行っています。

具体的には、次の要件を基に個別銘柄ごと

に検証しています。

当社資本コストやリスクを上回る

利益（取引による利益額と配当に

よる利益額の合計額）や便益が得

られている又は得られる見込み

があるか

保有株式の評価基準

48
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44
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株主・投資家との対話

当社は、機関投資家・アナリストをはじめとするステークホルダーのみなさまとの建設的

な対話によって持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、積極的なＩＲ活動

を行っています。IR活動を通じて得られた当社に対する投資家の関心事や評価などを経営

陣幹部や各事業本部長にフィードバックすることで、より質の高い事業運営・情報開示に努

め、また新たな対話に臨むというサイクルを回しています。

また、コーポレートサイトによる企業情報の発信をはじめ、決算説明会の開催や、個人投資

家向けイベントへの出展などを通じて当社の方針や戦略などをお伝えし、ステークホルダー

のみなさまとの対話を通じた企業価値の向上に努めています。

２０２５年３月期 実施回数

機関投資家・アナリスト向け決算説明会 ２回

個別ミーティング 1６０回

■ ステークホルダーとの対話のサイクル

ステークホルダーとの対話

経営陣へのフィードバック・議論

経営に反映

・ 経営陣幹部への当社株価状況の報告（四半期毎）

・ 経営陣幹部へのカンファレンスなどIR活動及び
対話内容の報告（適時）

・ 経営陣幹部、事業本部長への決算発表やPR情報
等における投資家の関心事、評価等の報告

ステークホルダーのみなさまとの
対話を通じて、持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上を図る

2024年９月6日～8日にインテックス大阪で

開催された「資産運用EXPO 関西」に出展しま

した。新NISA制度の浸透を背景に、400名を超

える多くの個人投資家のみなさまと直接対話す

ることができました。当社ブースや会場内で開

催されたセミナーでは、ご来場いただいた個人

投資家のみなさまに当社の事業概要や強み、成

長に向けた取り組みなどについてご説明しまし

た。対話を通じていただいた貴重なご意見は、

IR施策はもとよりコーポレートサイトのコンテン

ツ充実などにも繋がっています。

「資産運用EXPO 関西」 セミナー開催時の様子

説明者 ： 取締役専務執行役員 経営企画本部長 嶋田政治

事業運営・情報開示の質向上

コーポレートサイトを単なる情報提供の場では

なく、ステークホルダーのみなさまとの対話を促

進し「つながり」を深める場と位置づけ、2025

年3月に全面リニューアルを実施しました。今回

のリニューアルでは、多様な情報にスムーズにア

クセスできるよう視認性やユーザビリティを高

めるデザインへの刷新、異なるニーズに応じた複

数の窓口の設置、多言語対応などによりステー

クホルダーのみなさまとのつながりを深める工

夫を凝らしました。今後も、当社のビジョンやビ

ジネスを分かりやすくお伝えするコンテンツを拡

充していきますので、是非、コーポレートサイトへ

お越しください。

* 当社コーポレートサイト ： https://www.paltac.co.jp/

個人投資家向け「資産運用EXPO 関西」に３年連続で出展

コーポレートサイト*をリニューアルし投資家向け情報を充実

■ 実施イベント
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16件 18件

48件

54件

48件

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

コンプライアンス

ステークホルダーのみなさまから信頼され持続的に発展する企業であるために、従業員

一人ひとりが法令遵守を徹底するだけでなく、社会におけるマナーやルールを守り、高い倫

理観を持って行動することが重要であると考えています。そのため、当社では一人ひとりが

コンプライアンスの重要性について理解を深められるよう啓発活動や社員教育を継続して

行っています。

コンプライアンス意識向上の取り組み

メディパルグループ共通の「CSR研修」

教材を使用し定期的なオンライン研修を

実施しています。

オンライン研修

コンプライアンス上の問題事例を紹介し

た「CSR通信」を社内ポータルに掲載し、

コンプライアンスの重要性について啓発

活動を進めています。

CSR通信

新入社員研修におけるコンプライアンス

研修をはじめ、インサイダー取引防止に

関する研修や個人情報保護に関する研修

など対面での集合研修も実施しています。

集合研修

メディパルグループ共通「CSR研修」

新入社員研修「コンプライアンス研修」

ホットライン・相談窓口の設置

当社は、誰もが安心して働ける環境の構築を目指し、法令違反や不正、ハラスメ

ントをはじめとする人権に関する問題など、社会的信頼を損なう行為の未然防止

だけでなく、従業員の人間関係など様々な悩みに対応するために、複数の相談窓

口を設置しています。相談窓口は社内に1か所、社外に2か所設けており、いずれ

も相談者のプライバシーを厳守し、報復防止を徹底することで、安心して利用でき

る体制を整えています。相談を受けた際には、事実関係の綿密な調査を行い、不

正行為やハラスメント行為などコンプライアンス上の問題が確認された場合には、

対象者への指導など適切な是正措置を講じています。

今後も、相談窓口の認知度及び理解度の向上を図るため、更なる周知活動を推

し進め、軽微な事象であっても気軽に相談できる環境を構築し健全な企業運営に

努めていきます。

「CSR通信」の一例：インサイダー取引の防止

窓口は社内と社外（弁護士・企業）があり、
相談者が自由に選択できます

ホットライン・相談窓口の対応イメージ

受付窓口通報 必要な対応

通報された内容について
調査実施(事実確認)

相談者への
結果報告相談者

調査 是正の必要判断

■ 過去５年間の相談件数

2022年以降、社内ポスターの掲

示やイントラネット、CSR通信などを

通じた周知活動を継続的に強化しま

した。その結果、相談件数は増加して

おり、相談窓口が適切に機能してい

ると認識しています。
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「コスメバンク プロジェクト」にパートナー企業として参画

本プロジェクトは「女性と地球にスマイルを」を合言葉に、リ

ニューアルに伴う旧仕様品や未開封の店頭返品など、品質には

問題がないものの再販売が難しい良品を企業から募り、経済的

困難を抱える女性に無料配布することで、女性と企業、そして地

球環境という社会全体の課題解決を目指す活動です。当社は化

粧品を取り扱う中間流通業者として、お取引するメーカー様に

ご支援いただく活動を進めています。

本取り組みは、経済的困難を抱える女性が自らの尊厳を保ち、

社会とのつながりを持ちながら自分らしく生きることを支援す

るものであり、人権尊重の理念に深く根ざしています。

すべての人が生まれながらにして持つ基

本的権利である人権の尊重は、企業が果た

すべき重要な社会的責任であり、当社が持

続的成長を果たしていくうえでも必要不可

欠と考えています。この考えに基づき、当社

は2025年3月に「PALTAC人権方針」を

策定しました。現在、本方針に沿って社内規

定の整備のほか、ホットライン・相談窓口の

運用改善など社内環境の整備に取り組んで

います。

さらに今後は、人権への負の影響を特定・

予防・軽減する人権デュー・ディリジェンス

にも展開することで、従業員一人ひとりは

もとより、サプライチェーン全体において人

権が尊重される事業活動に努めていきます。

人権尊重

当社コーポレートサイト 人権の尊重：
https://www.paltac.co.jp/sustainability/social/human_rights/

1. 人権尊重へのコミットメント

2. 国際規範の支持・尊重

3. 適用範囲

4. 人権に関するガバナンス・管理体制

5. 人権デュー・ディリジェンス

6. 人権に関する重点課題

7. 是正・救済

8. 対話・協議

9. 教育と浸透

10. 方針の公開・情報開示

PALTAC人権方針

安全対策

当社は、会社と従業員が安全の重要性を正しく理解し、関係法令の遵守と安全性の維持・

向上を推進することで、企業の社会的責任を果たすとともに、持続可能な成長基盤の構築

に取り組んでいます。

過去3年間の労働災害件数は増加傾向にありますが、当社敷地内の転倒などによる軽微

な業務災害の増加が要因です。幸いにも、死亡事故などの重大な災害は発生していません

が、労働災害件数が増加傾向にあるという事実を重要な課題と認識し、再発防止に向け、

様々な対策に取り組んでいます。

具体的には、安全ポスターの掲示や無事故拠点の表彰といった啓発活動に加え、物流セン

ター内における日々の安全パトロール、年2回の全拠点巡視、安全管理マニュアルの改訂な

どの予防活動に取り組んでいます。加えて、近年の猛暑に対応するため、空調服やスポット

クーラーの設置など、拠点の環境に応じた熱中症対策を実施しています。2025年6月の

法令による熱中症対策の義務化以降は、WBGT（暑さ指数）測定器の設置や、熱中症対応

フローの掲示、対策キットの常備など、対応を一層強化しています。

今後も、労働災害件数の削減に向けて、安全対策マニュアルの継続的な改訂、安全啓発活

動の充実、教育・研修の質の向上に一層注力していきます。

• 安全パトロール（日次）

• 安全衛生委員会（毎月）

• 安全講習/テスト（年２回）

• 全国安全推進者会議（年２回）

• 全拠点巡視（年2回）

• 安全ポスターの掲示

• 安全カレンダーの掲示
（過去３年間の事故を月別で掲載）

• 無事故拠点表彰

主な安全対策

* 労働災害種別：通勤災害 / 業務災害

労働災害件数
2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

合計* ８３件 ８４件 ９１件

通勤災害 18件 15件 20件

業務災害 ６５件 ６９件 ７１件

うち
物流センター内

５９件 5８件 ６０件

死亡事故 0件 0件 0件

無事故拠点表彰を受賞したRDC沖縄の従業員の皆さん
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災害対策

当社は、人々の暮らしになくてはならない「生活必需品」を、どんな時も確実にお届けする

ことが使命であると考えており、平時はもとより有事の際にも安定的に商品をお届けする

ため、自然災害をはじめとした様々な課題に対応できる物流基盤の強化を進めています。

災害発生時の経験を常にＢＣＰに反映し、設備の強化はもとより、最適な運用を構築するこ

とで、日々の暮らしを豊かにする商品が“必要な時”に“適正な価格”で手に入る。そんな当

たり前の日常を支える「安定供給」の維持・継続に取り組んでいます。

品質管理

当社は、化粧品・日用品、一般用医薬品など、数多くの商品を取り扱っています。医薬品を

はじめとした「生命関連商品」については「品質、有効性、安全性」を確保する薬事管理を行

い、安心してご使用いただける商品をお届けすることが社会的使命です。そのためにメー

カー様から小売業様のお手元に届くまで、品質管理の徹底に努めています。

「安定供給」を支える仕組み

地震による影響を
最小限に抑える

構造を採用

免震・耐震構造
（※免震は一部拠点のみ）

非常用
自家発電装置

サーバーのクラウド化 相互出荷体制

災害時に３日間の
センター稼働が可能

有事の際も停止しない
システムを構築

一つのセンターが
出荷不能に陥っても
他のセンターから

代替出荷対応が可能

日付管理

当社では、医薬品、医薬部外品、健康食品などの使用

期限や賞味期限がある商品については、入荷時に期限

の確認を行い、データとして登録し、システムによる日

付管理を行っています。

商品出荷は原則、先入先出方式を採用し、システムで

日々確認を行っています。品質保持の観点から出荷期

限が迫っている商品については、社内基準及び法令に

則り適切な処理を行い、小売業様に安心して販売して

いただけるよう日付・品質管理を徹底しています。

JGSP・GDPガイドラインを基にした品質管理

一般用医薬品の保管及び流通上の品質管理については、JGSP（一般薬版）*1やGDPガイドライン*2を

基本として行っています。物流関連業務や管理薬剤師業務などの各種マニュアルを作成し、それに基づ

いた適切な保管体制や流通体制の構築に注力しています。
*1 JGSP（Japanese Good Supplying Practice) ： JGSP（一般薬版）は一般用医薬品の供給と品質管理に関する実践規範。薬事

関連法規をもとに日本医薬品卸売業連合会が策定した医薬品卸売業界の自主規範です。

薬事継続研修

医薬品や医療機器における情報の収集と提供を適切に行うための知識と資質を養うため、営業担当

者や物流担当者、薬剤師を対象とした研修を継続的に行っています。営業担当者に向けては、医薬品の

有効性のみならず、それらを理解するための病態生理、医薬品医療機器等法をはじめとする各種関連

法規などについて、物流担当者に向けては、庫内における適切な商品の管理/運用などについて、支社

薬剤師を通じた研修及び教育を行うとともに、オンライン研修によって個人で学習できる環境を構築し

ています。また、薬剤師に向けては、専門的かつ学術的資料による啓発及び情報共有を目的とした研修

を実施しています。

地震など大規模災害が発生した場合には、災害状況を直ちに把握し必要に応じて、「災害

対策本部」を本社に設置する体制を構築しています。2023年には、経済産業省の委託する

大規模災害の発生時を想定した共同配送の実証実験に参画*するなど、生活必需品を取り扱

う企業として、企業間の連携にも取り組みサプライチェーン全体で有事に耐えうる強固な流

通網の構築にも挑戦しています。

2024年1月の能登半島地震発生時も、地震発生直後に災害対策本部を立ち上げ、被災地

域の従業員及びその家族の安否、被災状況の確認を速やかに行うとともに、本部を中心に

各支社が連携し、代替出荷など事業継続に向けた様々な対応を推進しました。

災害発生時を想定した組織体制の構築

* 2023年3月6日：大規模災害時を想定した共同配送の実証実験に関するお知らせ
当社コーポレートサイト IRニュース：https://www.paltac.co.jp/news/?p_category=ir  

*2 GDP(Good Distribution Practice)ガイドライン ： メーカーによって製造された医薬品の流通過程における品質を保持したまま、

適切に保管・輸送・供給するための手順や管理体制を定めた厚労省による卸売販売業者向けのガイドラインです。

物流情報デジタル化による
日付管理の徹底と作業効率化

複数のメーカー様と当社間の物流情報の

デジタル化を進めており、メーカー様から受

信するASNデータ（事前出荷情報）に付加さ

れた期限情報を自動反映することで、入荷時

の期限管理品の日付入力作業を削減してい

ます。
・ 2023年8月29日：物流デジタル化による業界全体の生産性向上に関するお知らせ

当社コーポレートサイト IRニュース：https://www.paltac.co.jp/news/?p_category=ir

66

https://www.paltac.co.jp/news/?p_category=ir
https://www.paltac.co.jp/news/?p_category=ir

	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28

